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１．事業概要 

１ 委託事業の内容 

転換・新設  

 

２．事業名 

情報成長分野の教育プログラム整備と教員育成による学科転換・新設推進事業 

 

３．代表機関 

法人名   一般社団法人全国専門学校情報教育協会 

所在地   東京都中野区東中野 1-57-8 辻沢ビル３F 

 

４．構成機関・構成員等 

（１）教育機関 

１ 北見情報ビジネス専門学校 

２ 札幌医学技術福祉歯科専門学校 

３ 東北電子専門学校（認定課程） 

４ 専門学校中央情報大学校（認定課程） 

５ 中央情報専門学校 

６ 船橋情報ビジネス専門学校（認定課程） 

７ 日本工学院専門学校（認定課程） 

８ 日本工学院八王子専門学校（認定課程） 

９ 日本電子専門学校（認定課程） 

10 富山情報ビジネス専門学校 

11 専門学校カレッジオブキャリア 

12 専門学校静岡電子情報カレッジ 

13 中央調理製菓専門学校静岡校 

14 大阪工業技術専門学校 

15 中国デザイン専門学校 

16 専門学校穴吹コンピュータカレッジ 

17 龍馬情報ビジネス＆フード専門学校 

18 麻生情報ビジネス専門学校（認定課程） 

 



 

 

（２）企業・団体 

１ 株式会社ウチダ人材開発センタ 

２ 株式会社インフォテック・サーブ 

３ 株式会社ユニバーサル・サポート・システムズ 

４ 合名会社ヘルシーブレイン 

５ 有限会社ワイズマン 

６ 一般社団法人 iCD協会 

７ 一般社団法人組込みシステム技術協会 

８ 一般社団法人 Rubyビジネス推進協議会 

９ 働き方改革支援コンソーシアム 

10 一般社団法人全国専門学校情報教育協会  

 

（３）行政機関 

 

（４）事業の実施体制（イメージ） 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

（５）各機関の役割・協力事項について 

○教育機関 

調査の企画・実施 

育成人材像の明確化 

調査への協力（求人企業、学生就職先企業の紹介） 

教育プログラムの検討～作成協力 

（現在実施されている関連教育カリキュラム・シラバス・使用教材の情報提供） 

（本事業で開発予定の教育カリキュラム（案）の資料収集・作成、シラバスの

必要項目抽出、教育教材の必要項目抽出と参考資料の提供） 

実証講座実施協力（会場の提供、受講者募集等） 

教育プログラムの実証実施・運営 

学科転換・新設協力、推進及び自校での設置検討、 

学科転換・新設ガイド作成協力、支援 

成果の活用  

 

○企業・団体 

調査支援・協力 

産学連携体制整備協力 

先端技術の情報提供 

講師派遣・企業連携教育実施協力 

教育プログラム作成支援・協力 

教育プログラム実証協力 

 受講者募集協力、社員教育への活用検討 

教育プログラム評価 

実証評価 

  

 

 

 

 

 



 

 

 

５．事業の内容等 

（１）事業の趣旨・目的等について 

技術革新により、多くの分野でデジタル化が進展している。5G の高速通信により、

IoT 機器が大規模なデータを収集し、人工知能（AI）で分析され、精度の高い予測や価

値創造に活用されつつある。これらの先端技術（IoT、ビッグデータ、AI）は相互に連

携しながら急速に発展している。 一方で、日本の情報産業は先端技術に追いついてお

らず、早急な対応が求められている。先端技術を利用したシステム開発に不可欠である

先端技術に対応した技術者が不足しており、重大な課題となっている。 

 本事業では、人材不足に対応するため、①既存の情報処理学科のカリキュラムを再

構成し、先端技術に対応した教育プログラムを開発する。②情報分野以外の専門学校が

情報分野の学科へ転換・新設するための教育カリキュラムを提供する。既存の情報処理

学科の教育課程に先端技術の教育を追加し、「IT 先端技術エンジニア学科」として再

構成する。先端技術に対応した教育プログラム、教員育成の研修、企業団体との連携に

より、専門学校が先端情報技術者育成に対応するための教育基盤を整備する。技術革新

をけん引する技術者の育成、不足解消は職業教育機関において重要な課題であり、情報

系専門学校の団体として専門学校を支援することは重要な取り組みである。 

 

（２）当該モデルが必要な背景について 

ハードウェアの低価格化・高性能化、ネットワーク技術の進展、センサー技術の発展等

により、製品やサービスの利用状況や位置情報、IoT によるリアルタイムでのデータ

化等により、情報の流通量が爆発的に増加している。米国の調査会社 IDC によると、

国際的なデジタルデータの量は飛躍的に増大しており、2011 年（平成 23 年）の約 1.8

ゼタバイト（1.8 兆ギガバイト）から 2020 年（令和２年）には約 40 ゼタバイトに達し

ている。 

 ※ギガバイト→テラバイト→ペタバイト→エクサバイト→ゼタバイト 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）総務省「ICTコトづくり検討会議」報告書 



 

 

 

IoT は、スマートホーム、自動運転車、産業用機器、医療機器などのデバイスがイン

ターネットを通じて接続される技術である。5G ネットワークの拡大により、多くのデ

バイスが高速で接続でき、セキュリティリスクの増大に対応するために暗号化や認証技

術が必至である。さらに、異なるメーカーのデバイスの相互運用性を確保する標準化が

進められている。 

 ビッグデータは、IoT デバイスから生成される膨大なデータをリアルタイムに処理・

分析する技術である。効率的なデータ収集・管理にはクラウドやエッジコンピューティ

ングが活用され、AI や機械学習によってデータから有用な洞察が得られる。個人デー

タの保護が重要視され、GDPR などの法規制が整備されつつある。 

 人工知能（AI）はデータを基にパターンを見つけ出し、意思決定を行う技術である。

大量のデータを学習することで、画像認識や音声認識などの高精度な AI システムが実

現されている。自動運転車やロボットなどの自律システムの普及には、リアルタイムデ

ータの分析と意思決定が必須であり、AI 倫理として、透明性や公平性が求められてい

る。 

 

 これらの技術は相互補完し、IoT デバイスからのデータがビッグデータとして収集さ

れ、AI によって分析・処理されている。これにより、予測メンテナンスやパーソナラ

イズされたサービスが実現され、技術革新により新たなブレイクスルーが期待されてい

る。 

 

IoT、ビッグデータ、人工知能（AI)は、それぞれが連携して情報を処理し、データを

価値のある情報へと変化させているが、これらの技術は、ハードウェアの進化、ネット

ワーク技術の進化、高速通信技術の進化等、様々な技術の進化により実現されている。

特にクラウドコンピューティングとクラウドネイティブなシステム開発技術や手法は、

欠かすのとのできない重要な基盤技術である 

 

●各先端技術領域で必要な技術 

IoT・・・・・・・・・・・デバイス、センサー、アクチュエーター、ネットワーク、

プロトコル、クラウドコンピューティング、Python、

C/C++などのプログラミング言語の基礎。センサーからデ

ータを取得し、処理するプログラムの作成 



 

 

            IoT プロトコル、ネットワーク、通信、データベース（SQL, 

NoSQL）、データストレージ、クラウドサービス、IoT セキ

ュリティ、エッジコンピューティング 

ビッグデータ・・・データエンジニアリング、データベース、データ処理用の Python

プログラミング、データの前処理、ETL プロセスの設計（抽出・

変換・格納）、 ETL ツール、クラウドベースのデータウェアハウ

スの設計と運用、分散ファイルシステム、リアルタイムデータ処理、

クラウドプラットフォーム、クラウドネイティブデータエンジニア

リング、データセキュリティ、ビジュアライゼーションツール 

人工知能（AI)・・・数学と統計学の基礎、Python プログラミング、データ処理と可視

化、機械学習、自然言語処理（NLP）、画像処理、音声認識、強

化学習、生成 AI、社会への影響 

 

上記、先端技術の基盤となるのがクラウドコンピューティングサービスである。次の

図は、クラウド上の新たな開発技術の活用状況の日米の比較であるが、日本の企業では、

多くの技術が利用できていない状態である。IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）のシ

ステム開発を行うためには、「必要な技術」でも記載のある通り、クラウドコンピュー

ティングに対応した技術者の育成が必須である。 

 日本の情報産業が米国並みにクラウダサービス上の開発技術を活用し、先端技術のシ

ステム開発を行うためには、その技術に対応した技術者の育成が最も重要である。 

 本事業の取組みは、デジタル化に対応した人材育成、先端技術に対応した人材育成を

推進し、IT 技術者不足の産業界に人材を供給する取り組みであり、情報技術・情報産

業の遅れを取り戻すために有用な取り組みである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：DX白書 2021（IPA 独立行政法人情報処理推進機構）  

 

（３）開発する講座の概要 

本事業では、これまでの情報処理学科の教育内容に、IoT、ビッグデータ、人工

知能（AI）およびクラウドコンピューティングの知識・技術を取り入れ再構成し、

日本の情報産業の IT 技術者を供給するため、情報処理学科、IT 先端技術エンジニ

ア学科の転換・設置を専門学校が行うための基盤を整備する。また、他の分野でも

活用できる領域・範囲・レベルを想定し、IT 先端技術エンジニア学科は 4 年制、ク

ラウドコンピューティングに対応した学科は 2 年制学科として取りまとめる。 

 

名称：IT 先端技術エンジニア学科 

ポリシー：●これまでの情報処理技術に加え、IT 先端技術（IoT、ビッグデータ、

人工知能)のシステム開発やデータエンジニアリングの知識・技術を

学習する。 

●クラウドコンピューティングに対応したクラウドネイティブなシス

テム開発を学習する。 

●情報系の学科の転換、他の分野から情報系学科への転換・新設に対

応する。 



 

 

科目構成：※本事業で開発する科目 

     ビッグデータ基礎・応用科目   60 時間   

教育カリキュラム・教育教材 VOD、確認テストを開発する 

     IoT 技術基礎・応用科目     60 時間   

教育カリキュラム・教育教材 VOD、確認テストを開発する           

     人工知能（AI）基礎・応用科目  90 時間   

教育カリキュラム・教育教材 VOD、 確認テストを開発する  

     IT 先端技術エンジニアリング科目 60 時間   

教育カリキュラム・教育教材 VOD、 確認テストを開発する 

     ※最終的には既存科目と新たに開発する先端技術科目を再構成した学科

カリキュラムを開発する。 

各科目の目的：  

     ■ビッグデータ技術科目 

       データエンジニアリング、データベース、データの前処理、データ処

理、クラウドベースのシステム設計・運用を学習する 

     ■IoT 技術科目            

       デバイス、センサー、アクチュエーター、ネットワーク、プロトコル、

クラウドコンピューティング、セキュリティ、Python、C/C++など

のプログラミング言語の基礎。処理するプログラムの作成、データ

ベース（SQL, NoSQL）を学習する。 

     ■人工知能（AI）科目   

       概論、数学と統計学の基礎、Python プログラミング、データ処理と

可視化、機械学習、自然言語処理（NLP）、画像処理、音声認識、

強化学習、生成 AI、社会への影響等を学習する 

     ■IT 先端技術エンジニアリング科目    

※企業連携による演習・講師派遣等の連携体制を構築して実施 

 IoT・ビッグデータ・人工知能（AI）の連携した一連のシステムをク

ラウドネイティブな開発技術・手法を用いて演習形式で学習する。 

       

 これまで情報処理学科は、受託開発によるウォーターホール型のシステム開発技

術が中心の学習で、クラウドネイティブな技術に対応できていない状態である。産

業界の遅れや今後、需要の拡大が見込まれる人材不足に対応するためには学習内容

を変換することが必須である。本事業では、業界団体と連携して、先端技術を用い

たシステム開発を実習形式で学習する内容も取り入れ、人材育成を行う学科を構成



 

 

する。教員の研修プログラムも整備し、体系的に学習できる学科内容を想定してい

る。本事業の取組みは、これまでに無い取組であり、高い効果が期待できる。 

 

 

●2 年制課程 

2 年制課程では、システム開発の基礎として、デジタルリテラシーからプログラ

ミング、データベース、情報セキュリティ等、情報全般の専門知識を幅広く学習

するとともに、成長領域であるビッグデータ技術、IoT 技術、人工知能技術の基礎

知識・技術を習得する教育課程を構築する予定である。2 年制課程では、各技術の

基本的理解と技術習得を教育目標とする。 

 

●4 年制課程 

4 年制課程では、基本的な情報システム開発からクラウドネイティブな開発まで

最新のシステム開発手法を学習する。技術面では情報技術の基礎から成長領域

（ビッグデータ技術、IoT 技術、人工知能技術）の応用から実践レベルの専門知

識・技術の習得を教育目標とし、修得した各技術を連携させた企業演習で実務と

同等の経験歴学習を行う教育課程を想定している。 

 

●卒業時の学修成果の可視化 

情報分野の教育課程を開発することから、学生の卒業時の学習成果については、

経済産業省、IPA の ITSS（IT スキル標準）、i コンピテンシ・ ディクショナリ

ー等を用いて、スキルおよび実施可能なタスク（業務）を可視化する予定である。 

 

●大学とのと差別化 

一般的に大学が学術的・理論的な学問を学ぶ教育機関であるのに対し、専門学

校は特定職種の実務に必要な知識や技能を身に付ける教育機関であることから、

本事業で整備する IT 先端技術エンジニア学科教育課程においても、企業連携に

よる演習・講師派遣等の連携体制を構築して、実務と同等の実践的な学習内容を

行う教育課程を開発する予定である。 

 

 

 

 

 



 

 

IT先端技術エンジニア学科 科目イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

（４）具体的な取組 

ⅰ）計画の全体像 

令和 6 年度 

●調査 

・IT 分野先端技術実態調査   

アンケート、ヒアリング、文献調査  対象：IT 企業、組込み企業 

●開発 

  ・IT 先端技術エンジニア学科専門課程  

     1 年次・2 年次教育カリキュラム   

  ・ビッグデータ基礎教材開発  

 ・IoT 基礎教育教材開発 

  ・人工知能（AI）基礎教材開発  

    ※各教材は VOD と確認テストを開発 

●実証講座 

 ・ビッグデータ基礎講座 

  時期：11 月  時間 20 時間  対象：専門学校学生 定員：20 名 

 ・ IoT 基礎講座 

  時期：12 月  時間 20 時間  対象：専門学校学生 定員：20 名 

 ・人工知能（AI）基礎講座 

  時期：1 月  時間 30 時間  対象：専門学校学生 定員：20 名 

●委員会 

 ・実施委員会 3 回         ・調査・開発委員会 4 回  

 ・学科転換・設置支援委員会 3 回  ・評価委員会 3 回 

 

令和 7 年度 

●調査 

 ・情報系専門学校教育課程実態調査 

アンケート、ヒアリング、文献調査   対象：情報系専門学校 

●開発 

  ・ IT 先端技術エンジニア学科専門課程 

    3 年次・4 年次教育カリキュラム   

  ・ビッグデータ応用教材開発  

  ・IoT 応用教材開発 

※各教材は VOD と確認テストを開発 



 

 

  ・教員研修プログラム開発Ⅰ  

●実証講座 

 ・ビッグデータ応用講座 

  時期：11 月  時間 20 時間 対象：専門学校学生 定員：20 名 

 ・ IoT 応用講座 

  時期：10 月  時間 20 時間 対象：専門学校学生 定員：20 名 

 ・教員研修会 

  時期：9 月  時間 12 時間 対象：専門学校教員 定員：20 名 

●委員会 

 ・実施委員会 3 回          ・調査委員会  4 回 

 ・開発委員会 4 回          ・学科転換・設置支援委員会 3 回 

 ・実証委員会 3 回          ・評価委員会 2 回 

 

令和 8 年度 

●開発 

  ・情報系学科転換・設置のための教育カリキュラム開発 

   ※2 年制課程、4 年制課程 

  ・情報系学科転換・設置のためのガイド  

  ・ IT 先端技術エンジニア教材開発 

    企業連携体制を整備し、企業からの講師派遣、企業連携の演習等を設計する 

・人工知能（AI）応用教材開発  

   ※各教材は VOD と確認テストを開発 

・教員研修プログラム開発Ⅱ 

●実証講座 

 ・人工知能（AI）講座   

  時期：11 月  時間 30 時間  対象：専門学校学生 定員：20 名 

 ・ IT 先端技術エンジニア講座 

  時期：12 月  時間 20 時間  対象：専門学校学生 定員：20 名 

 ・教員研修会 

  時期：10 月  時間 12 時間  対象：専門学校教員 定員：20 名 

●委員会 

 ・実施委員会 3 回              ・開発委員会 4 回 

 ・学科転換・設置支援委員会 3 回    ・実証委員会 3 回 

 ・評価委員会 3 回 



 

 

ⅱ）今年度の具体的活動 

○実施事項の概要 

【調査】 

 ●IT 分野先端技術実態調査 

  目的：IT 分野の先端技術の実態を明らかにして、技術者の必要技術・知識・

スキルを明らかにする。開発する学科カリキュラム、教材に活用する。        

  対象：情報産業企業、 アンケート 300 社程度 ヒアリング 10 社程度 

         ※業界団体を通して協力を要請する  

  調査手法：アンケート、ヒアリング、文献調査 

  調査項目：開発案件の先端技術利用に割合、技術者の過不足状況、求める技

術・知識・スキルとレベル、クラウドの開発案件の割合、先端技術

の範囲・領域、今後重要となる技術領域                    

  分析内容：先端技術の範囲・領域を明らかにする。人材ニーズ（技術者に求め

る知識・技術・スキルのレベル)。今後の技術の変化。        

  成果の活用：学科のカリキュラム構成、シラバスへ反映する、教育教材の内容

に反映する。教員育成研修プログラムに反映する。 

  

【開発】 

 ●IT 先端技術エンジニア学科 専門課程  1 年次・2 年次教育カリキュラム    

   情報システム基礎、情報システム応用、ビッグデータ基礎、IoT 技術基礎、

人工知能基礎のカリキュラム・シラバス 

   （2 年間 1400 時間相当のカリキュラム整備) 

 ●ビッグデータ基礎教育教材（20 時間相当） 

  カリキュラム・シラバス、VOD、資料冊子、確認テスト 

  項目：ビッグデータ基礎、データ分析基盤、スクリプト言語による分析、BI

ツールとモニタリング、クロス集計、列指向ストレージ、分析と可視化

ツール、データ構造、大規模分散処理のフレームワーク 

● IoT 基礎教育教材 （20 時間相当） 

  カリキュラム・シラバス、VOD、資料冊子、確認テスト 

  項目：IoT 概論、IoT システム構成、IoT システム設計、クラウドコンピュー

ティング、エッジコンピューティング、IoT ゲートウェイ、データ駆動

型システム、IoT データ活用技術、IoT 通信方式、IoT デバイス（セン

サー、アクチュエーター等）、IoT システム開発  

●人工知能（AI）基礎教育教材（30 時間相当） 



 

 

  カリキュラム・シラバス、VOD、資料冊子、確認テスト 

  項目：AI の基本（定義）、機械学習、ディープラーニング、機械学習と統計

学、データマイニング、教師あり学習、教師なし学習、強化学習、AI

とビッグデータ、AI システム開発 

【実証講座】 

 ●ビッグデータ基礎講座 

   ビッグデータ基礎のカリキュラム・教材を用いて実施する実証講座 

   対象：情報系専門学校学生  定員：20 名 時期：10 月  時間 20 時間 

 ●IoT 技術基礎講座 

   IoT 技術基礎のカリキュラム・教材を用いて実施する実証講座 

   対象：情報系専門学校学生 定員：20 名  時期：11 月  時間 20 時間 

 ●人工知能（AI）基礎講座              

   人工知能（AI）基礎のカリキュラム・教材を用いて実施する実証講座 

   対象：情報系専門学校学生 定員：20 名  時期：12 月  時間 30 時間 

 

【成果の普及】 

 ●成果物の配布 

 ●成果報告会の実施 

 ●成果のホームページでの公開 

 

【委員会】 

 ・実施委員会 3 回開催 15 名 

   事業計画の承認および全体の方向性の確認、事業の進捗状況の確認と予算執

行管理。 

 ・調査・開発委員会 4 回開催 8 名 

   調査の調査項目、対象、分析方法等を検討する。 

   学科カリキュラムの整備、教育プログラムの開発仕様に関する検討・協議、

教材開発仕様に関する検討協議、 

 ・学科転換・設置支援委員会  3 回 6 名 

   IT 先端技術エンジニア学科転換・設置支援、スケジュール・行政手続きの

情報収集、ガイド作成、個別相談対応、説明会企画・実施 

   実証講座実施校の勧誘と選択、実証講座の実施・運営、受講アンケート、 

 ・評価委員会 3 回 4 名 

   学科カリキュラム、教育教材の検証・評価、実証講座の検証・評価 

  



 

 

○事業を実施する上で設置する会議 

会議名① 実施委員会 

目的・役割 方針決定、業界団体・企業連携推進、執行管理、各委員会設置と進捗   

管理、成果の普及 

検討の具体的内容  

・事業方針策定         ・事業進捗管理 

・予算執行管理         ・各委員会進捗管理  

・理系転換、学科新設の推進    ・成果の活用・普及 

・他の委員会との連携      ・企業、業界団体との連携 

・課題の検討  

委員数        15 人 開催頻度 3 回 

 

会議名② 調査・開発委員会  

目的・役割 IT 先端技術を調査し、実態や課題を明らかにする、教育プログラム

開  発および学科転換・新設のための基本資料とする。 

IT 先端技術エンジニア学科のカリキュラム開発、教材開発 

検討の具体的内容  

調査実施内容の検討・実施 

調査項目の検討～決定 

調査先企業の情報集約とアンケート送付先、ヒアリング実施先の検討 

調査回答の分析・確認 

調査報告内容の確認 

開発方針検討・提案        

開発内容の検討・協議 

教育カリキュラム開発方針検討   VOD、演習内容の検討・協議 

教育カリキュラム検証結果確認、改善点の抽出 

委員数        8 人 開催頻度 4 回 

 

会議名③ 学科転換・設置支援委員会  

目的・役割 ・実証講座の企画運営 

・実証講座アンケート作成 

・IT 先端技術エンジニア学科転換・設置支援、 

・スケジュール・行政手続きの情報収集、ガイド作成、個別相談対応、 

説明会企画・実施 



 

 

検討の具体的内容  

・教育カリキュラム検証結果確認、改善点の抽出 

・教育教材の検証結果の確認、改善点の抽出  ・実証講座実施 

・実証講座実施概要検討 

（内容・日程・時間・講師・実施専門学校・実施方法） 

・実証講座受講アンケート作成  ・実証講座実施専門学校の調整 

・実証講座運営  ・e ラーニングプラットフォームの検討 

・学科転換・新設に関するスケジュール・行政手続きの情報収集、 

・ガイド作成、個別相談対応、説明会企画・実施 

委員数       6 人 開催頻度 3 回 

 

 

会議名④ 評価委員会 

目的・役割 実証講座結果分析 

プログラムの検証 

評価基準方法決定 

検討の具体的内容  

・本事業の教育プログラム（カリキュラム・教材、他）が育成すべき人

材に一致しているかを検討・協議～評価 

・実証講座結果の確認と評価 

・成果の活用（利用できるのもかどうか）や普及（方法や対象）に関す

る評価 

・評価項目、評価方法、評価手法の検討・協議 

・評価者の選定と評価の依頼 

委員数     4 人 開催頻度 3 回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

○事業を実施する上で必要な調査 

調査名 IT 分野先端技術実態調査 

調査目的 IT 分野の先端技術の実態を調査し、技術者の必要技術・知識・スキル   

を明らかにする。開発する学科カリキュラム、教材に活用する 

調査対象 情報産業企業 

※業界団体を通して協力を要請する  

調査手法 アンケート調査 300 社程度  

ヒアリング調査 10 社程度 

文献調査(インターネット等) 

調査項目 開発案件の先端技術利用に割合、技術者の過不足状況、求める技術・    

知識・スキルとレベル、クラウドの開発案件の割合、先端技術の範

囲・領域、今後重要となる技術領域   

分析内容（集計項目）  

先端技術の範囲・領域を明らかにする。人材ニーズ（技術者に求める

知識・技術・スキルのレベル)。今後の技術の変化。   

構築しようとしているモデルの検討にどのように反映するか（活用手法）  

学科のカリキュラム構成、シラバスへ反映する、教育教材の内容に反

映する。教員育成研修プログラムに反映する。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

○講座の開設に際して実施する実証講座の概要 

実証講座の対象者 情報系専門学校学生   

①ビッグデータ基礎講座  

②IoT 技術基礎講座 

③人工知能（AI）基礎講座  

期間（日数・コマ数） ①ビッグデータ基礎講座  5 時間×4 日間 11 月 

②IoT 技術基礎講座     5 時間×4 日間 12 月 

③人工知能（AI）基礎講座 6 時間×5 日間 1 月 

実施手法及び実施内容 

①ビッグデータ基礎講座    座学と演習 

②IoT 技術基礎講座      座学と演習 

③人工知能（AI）基礎講座  座学と演習 

想定される受講者数 ①ビッグデータ基礎講座   20 名 

②IoT 技術基礎講座     20 名 

③人工知能（AI）基礎講座  20 名      

※延べ 60 名 

 

ⅲ）開発するモデルの検証 

●実証講座受講者の受講修了時のアンケートと確認テストにより教育プログラムの効

果を計測する。 

  受講終了時アンケート・・・5 段階のリッカート尺度によるアンケートを実施す

る。講座の範囲、難易度、学習のしやすさ・難しさ、

講座テキストのわかりやすさ、（講座 VOD の速さ

や内容）、講座講師、の項目ごとに結果を分析し教

育プログラムを検証する。 

  確認テスト・・・・・・・・・・・・学習項目ごとの確認テスト結果、ルーブリ

ックによる自己評価等を比較し、受講者の学習達成

度を計測する。計測結果により設定する項目の達成

度、個人別の学習評価と受講者全員の評価結果を分

析し、確認テスト結果と比較し、有用性を確認する。 

                

●講座受講者のアンケート結果及び確認テストの結果を教育プログラムの開発に携わ

った企業・業界団体等と共有し、内容・時間数、受講者の技術の向上の観点から意

見を集約する。教育プログラムで設定する教育目標に到達している受講者の割合、



 

 

受講者の仕上がり（技術や知識・能力の習得度合い）等により、企業・業界団体に

よる検証・評価を行う。 

 

●事業に参画する企業・業界団体・有識者に教育プログラムの一部を受講いただき、

改善や教育の設計（技術レベル・教育レベル・教育内容等）に関する意見を集約し、

教育プログラムの効果を検証する。 

 

●本事業の成果を活用して、工業分野（情報）の学科の転換、新設等を実施した専門

学校にアンケートを実施し、本事業の成果物の検証 

 評価を行う。 

 アンケート項目：どの程度役に立ったか、役に立たなかったか、不足する情報や内

容について、十分な情報や内容について、転換・新設した学科の状況（学生数）等 

 

●教員研修会参加教員のアンケートにより、研修プログラムの評価を行う。 

  １ 満足度の計測（1～5 段階）  ２ 意欲の計測（1～5 段階）  ３ 内容

の難易度（1～5 段階）  ５ 到達目標の達成度 自己評価（1～5 段階）、確認

テスト結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

（５）事業実施に伴うアウトプット（成果物） 

【令和６年度】 

●調査報告書 

●IT 先端技術エンジニア学科 専門課程  1 年次・2 年次教育カリキュラム  

●ビッグデータ基礎教育教材（20 時間相当） カリキュラム・シラバス、VOD、資料

冊子、確認テスト 

● IoT 基礎教育教材 （20 時間相当）カリキュラム・シラバス、VOD、資料冊子、 

確認テスト 

●人工知能（AI）基礎教育教材（30 時間相当） カリキュラム・シラバス、VOD、 

資料冊子、確認テスト 

 

【令和７年度】 

●調査報告書 

●IT 先端技術エンジニア学科専門課程  3 年次・4 年次教育カリキュラム   

●ビッグデータ応用教材開発  （40 時間相当） カリキュラム・シラバス、VOD、 

資料冊子、企業連携演習課題、確認テスト 

●IoT 応用教材開発（40 時間相当） カリキュラム・シラバス、VOD、資料冊子、 

企業連携演習課題、確認テスト 

●教員研修プログラム開発Ⅰ  （12 時間相当） 研修スケジュール、資料冊子、 

確認テスト  

 ※情報系学科からの転換を想定した教員研修プログラム 

 

【令和８年度】 

●情報系学科転換・設置のための教育カリキュラム開発 

 これまでの教育カリキュラムの取りまとめ、見直し 

●情報系学科転換・設置のためのガイド 

学科転換・新設の説明書 

●IT 先端技術エンジニア教材開発（60 時間相当）  

 ※企業と連携した演習、企業講師派遣等による教育内容を想定する 

カリキュラム・シラバス、VOD、資料冊子、企業連携演習課題、確認テスト 

●人工知能（AI）応用教材開発 （65 時間相当） カリキュラム・シラバス、VOD、

資料冊子、企業連携演習課題、確認テスト 

●教員研修プログラム開発Ⅱ （12 時間相当） 研修スケジュール、資料冊子、 

確認テスト  



 

 

 ※情報系以外の学科から情報系学科への転換・新設を想定した教員研修プログラム 

 

（６）事業実施によって達成する成果及び測定指標 

 KPI（成果測定指標）  単位 
事 業 

開始前 

令 和 

６年度 

令 和 

７年度 

令 和 

８年度 

【必須】取組の普及・展開を行った団

体数 

目標値 団体 ― 2 3 5 
実績値 団体 ―    
達成度 ％ ―    

（上記 KPI の測定手法） 

本事業の取組みによる学科転換・設置を検討した学校数、他の学校等への本事業を紹介した専門学

校・企業・企業団体数 

 

 KPI（成果測定指標）  単位 
事 業 

開始前 

令 和 

６年度 
令 和 

７年度 
令 和 

８年度 

実証講座受講者からの評価 

※肯定的な意見の率 

目標値 
％ ― 

80%

以上 

80%

以上 

80%

以上 

実績値 ％ ―    
達成度 ％ ―    

（上記 KPI の測定手法） 

実証講座終了時にアンケートを実施し、肯定的な意見を集計する。 

 

 KPI（成果測定指標）  単位 
事 業 

開始前 

令 和 

６年度 
令 和 

７年度 
令 和 

８年度 

想定する教育目標の達成率 

目標値 
％ ― 

80%

以上 

80%

以上 

80%

以上 

実績値 ％ ―    
達成度 ％ ―    

（上記 KPI の測定手法） 

受講修了後の確認テストの結果により、学生を評価し、受講学生全体の人数の中で教育目標に達して

いる学生数により算出。 

 

 KPI（成果測定指標）  単位 
事 業 

開始前 

令 和 

６年度 
令 和 

７年度 
令 和 

８年度 

企業からの評価 

※肯定的な意見の率 

目標値 
％ ― 

70%

以上 

80%

以上 

80%

以上 

実績値 ％ ―    
達成度 ％ ―    

（上記 KPI の測定手法） 

事業参画の企業・業界団体会員に本事業成果を配布し、アンケートにより、肯定的な意見を集計する 

 

 KPI（成果測定指標）  単位 
事 業 

開始前 

令 和 

６年度 
令 和 

７年度 
令 和 

８年度 

設置・転換学科数 

目標値 学科 ― ― 2 5 

実績値 学科 ― ―   

達成度 ％ ― ―   
（上記 KPI の測定手法） 

専門学校を対象に説明会等を実施し、説明会参加の学校に学科転換・設置の支援をする。 

実際に工業系学科の転換・設置された学科数をカウントする 



 

 

 

 KPI（成果測定指標）  単位 
事 業 

開始前 

令 和 

６年度 
令 和 

７年度 
令 和 

８年度 

開発する教材数 

目標値 本 ― 3 2 2 
実績値 本 ―    
達成度 ％ ―    

（上記 KPI の測定手法） 

開発する教材数 

 

 KPI（成果測定指標）  単位 
事 業 

開始前 

令 和 

６年度 
令 和 

７年度 
令 和 

８年度 

開発する教員研修プログラム数 

目標値 本 ― ― 1 1 
実績値 本 ― ―   
達成度 ％ ― ―   

（上記 KPI の測定手法） 

開発する教員研修プログラムの本数 

 

 KPI（成果測定指標）  単位 
事 業 

開始前 

令 和 

６年度 
令 和 

７年度 
令 和 

８年度 

教員研修会参加教員数 

目標値 人 ― ― 14 14 
実績値 人 ― ―   
達成度 ％ ― ―   

（上記 KPI の測定手法） 

教員研修会参加教員の人数 

 

 

（７）事業終了後に実施予定の取組及び成果の活用方針・手法 

●成果の活用 

・本事業の成果物は、情報報系学科の転換・新設を検討する専門学校に提供し、学

科の転換・新設を促進する。 

 ・教員研修プログラムを利用して、教員の能力向上を推進するとともに、学科転

換・新設の情報収集を行う。 

   ・事業の実証結果や学科を転換・新設した専門学校の事例等を紹介し、活用を促進

する。 

     ※本会の会員専門学校は、66 校 内 IT 系 54 校 非 IT 系 12 校を主な対象とし

て活用を推進する。 

  

●横展開 

 ・開発した教育教材を既存情報系学科の科目の一部として活用を促進する。 

 ・情報系以外の分野の専門学校の情報系学科への転換・新設の促進に活用する。  

 ・Web 上の e-learning プラットフォームを利用して、VOD コンテンツを公開し、

本事業で開発した教材の利用を促進する。 



 

 

    ※本会の会員  IT 系 54 校、非 IT 系専門学校 12 校を主な対象として、活用を

推進する。また、会員専門学校の連鎖校・姉妹校等にも展開する。 

 

●フォローアップ体制・方法 

  ・本事業成果等の普及・活用促進について担当する委員会を本会に設置し、事業の

終了後も活動を継続的に実施する体制を整備する。 

・業界団体等と連携し、専門学校に企業人材ニーズ、採用に関する情報を提供する

とともに、企業からの講師派遣等の枠組みを整備し、教育カリキュラム・プログ

ラムの導入・活用、学科の転換・新設を支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

２．事業の成果 

 

１．調査 

 調査の詳細は、調査報告書として取りまとめた。 

 

（１）IT 分野先端技術実態調査  

   アンケート調査  令和 6 年 12 月 3 日～12 月 9 日  有効回答数 330 件 

   ヒアリング    4 社実施 令和 6 年 12 月～令和 7 年 1 月 

  

調査サマリ 

・5 割以上の開発案件で先端技術を活用しているのは、回答者の 49.4％である 

・5 割以上の開発案件でクラウドを活用しているのは 回答者の 61.2％である 

・クラウドで重要な技術は、AWS、Azure、GCP の操作スキルとクラウドアー

キテクチャ設計能力、クラウドセキュリティ・コンプライアンス知識である  

・IoT で重要な技術は、ネットワーク・通信プロトコルの知識と IoT セキュリテ

ィスキル、クラウドとデバイス関連のスキルである  

・ビッグデータで重要な技術は、データベース管理スキルとデータ分析・ビジュ

アライゼーションスキルである  

・AI で重要な技術は、データの前処理・入力データの加工の知識、モデルのデ

ィプロイと運用スキルと機械学習モデルの構築スキルである これに加え生成

AI の活用スキルも求められてる  

 

         ※スキルを有する人材が、上記の何れの領域でも不足している 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12.5%

14.0%

22.9%

16.2%

17.4%

17.1%

開発案件において先端技術（クラウド、IoT、ビッグデータ、AIや

生成AIなど）をどの程度活用していますか

全ての案件で活用している

75～99%の案件で活用している

50～74%の案件で活用している

25～49%の案件で活用している

24%以下の案件でしか活用していな

い

わからない

14.0%

22.6%

24.7%

13.1%

10.7%

14.9%

開発案件においてクラウドをどの程度活用していますか

全ての案件で活用している

75～99%の案件で活用している

50～74%の案件で活用している

25～49%の案件で活用している

24%以下の案件でしか活用して

いない

わからない



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

31.4%

47.3%

43.9%

42.1%

22.0%

24.1%

0.6%

17.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

センサーやデバイスの設計・操作スキル

ネットワークと通信プロトコル（MQTT、

HTTPなど）の知識

IoTセキュリティとプライバシー保護のスキル

クラウドとIoTデバイス間の連携スキル

エッジコンピューティングの運用スキル

データ収集とリアルタイム処理スキル

その他

わからない

IoT開発で特に重要だと考える技術や知識はどれですか

58.8%

61.0%

51.5%

37.8%

32.9%

0.0%

5.5%

0.0% 20.0%40.0%60.0%80.0%100.0%

クラウドプラットフォーム…

クラウドアーキテクチャ設計能力

クラウドセキュリティとコンプラ…

アプリケーション開発スキル

クラウド環境でのデータベース管…

その他

わからない

クラウドで特に重要だと考えるスキルや知識はどれですか



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

37.2%

35.1%

47.3%

46.3%

38.1%

25.9%

0.0%

13.1%

0.0% 20.0%40.0%60.0%80.0%100.0%

データ収集およびETL（抽出、変換、ロード）

プロセスの知識

分散ファイルシステム（Hadoop、Sparkな

ど）の利用スキル

データベース管理スキル（SQL、NoSQL）

データ分析およびビジュアライゼーションスキ

ル（Tableau、Power BIなど）

クラウド環境でのデータ処理スキル（AWS 

Redshift、BigQueryなど）

データセキュリティとプライバシー保護の知識

その他

わからない

ビッグデータ技術で特に重要だと考える技術や知識はどれですか

34.1%

42.1%

38.7%

31.4%

46.0%

32.6%

0.6%

11.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

機械学習モデルの構築スキル

データ前処理および特徴量エンジニ

アリング（入力データの加工）の…

モデルのデプロイと運用スキル

（MLOps）

自然言語処理（NLP）の実装スキル

生成AI（画像生成、テキスト生成な

ど）の活用スキル

AI・生成AIにおける倫理とガバナン

スの知識

その他

わからない

AI・生成AI技術で特に重要だと考える技術や知識はどれですか



 

 

２．開発 

（１）IT 先端技術エンジニア学科専門課程  

 1 年次・2 年次の主要教育カリキュラムの設計を行った。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

（２）ビッグデータ基礎教材開発 

内容 

 第 1 章 ビッグデータとその活用 

 第 2 章 データ分析基礎 

 第 3 章 スクリプト言語による分析 

 第 4 章 ツールとモニタリング 

 第 5 章 列指向ストレージによる高速化 

 第 6 章 データマートの基本構造 

 第 7 章 ⼤規模分散処理 

 

章の内容（例） 

第 1 章 ビッグデータとその活用 

1-1. ビッグデータの定義と歴史的背景 

1-2. データ量の増加とその背景 

1-3. ビッグデータの 3V（Volume, Velocity Variety） 

1-4. ビッグデータの 5V（Value, Veracity） 

1-5. 構造化データの特徴と例 

1-6. 非構造化データの特徴と例 

1-7. 半構造化データの特徴と例 

1-8. データソースの種類と特徴 

1-9. SNS データの収集と活用 

1-10. IoT データの収集と活用 

1-11. ログデータの収集と活用 

1-12. センサーデータの収集と活用 

1-13. 小売業におけるビッグデータ活用事例 

1-14. 製造業におけるビッグデータ活用事例 

1-15. ⾦融業におけるビッグデータ活用事例 

1-16. 医療分野におけるビッグデータ活用事例 

1-17. 交通・運輸におけるビッグデータ活用事例 

1-18. 農業におけるビッグデータ活用事例 

1-19. ⾏政におけるビッグデータ活用事例 

1-20. 教育におけるビッグデータ活用事例 

1-21. ビッグデータ活用のためのデータ 品質管理 

1-22. データの信頼性と正確性の確保 



 

 

1-23. プライバシーとデータ保護 

1-24. データセキュリティの基本 

1-25. ビッグデータ活用における法制度と規制 

1-26. ビッグデータ分析の組織体制 

1-27. 必要となる人材とスキル 

1-28. ビッグデータ活用の今後の展望 

まとめ 

確認テスト 

教材（VOD） 

https://www.youtube.com/playlist?list=PLbQZvwSb6enuaCQLT3SWUM4SBgKqx2GnC 

https://www.youtube.com/playlist?list=PLbQZvwSb6envuJOz3k8oI_C3yJxtXmKzf 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）IoT 基礎教育教材開発 

内容 

第 1 章 IoT システム構成 

 第 2 章 クラウドコンピューティング 

 第 3 章 エッジコンピューティング 

 第 4 章 IoT データ活用技術 

 第 5 章 IoT 通信方式 

 第 6 章 IoT デバイス 

 第 7 章 IoT システム開発 

 

章の内容（例） 

第 1 章 IoT システム構成 

https://www.youtube.com/playlist?list=PLbQZvwSb6enuaCQLT3SWUM4SBgKqx2GnC
https://www.youtube.com/playlist?list=PLbQZvwSb6envuJOz3k8oI_C3yJxtXmKzf


 

 

1-1. IoT とは - 身近な例から学ぶ 

1-2. IoT が実現する新しい価値 

1-3. IoT システムの全体像 

1-4. IoT システムの基本要素 

1-5. センサーとは何か 

1-6. アクチュエータとは何か 

1-7. IoT デバイスの種類と役割 

1-8. ゲートウェイの役割 

1-9. クラウドの役割 

1-10. エッジの役割 

1-11. IoT データの流れ 

1-12. IoT で使われる主なネットワーク 

1-13. 代表的な IoT プラットフォーム 

1-14. IoT システムの処理の種類 

1-15. IoT システムのデータ保存方式 

1-16. IoT システムの信頼性とは 

1-17. IoT システムの安全性とは 

1-18. IoT システムの保守性とは 

1-19. IoT システムの拡張性とは 

1-20. IoT システムの構築手順 

1-21. IoT システムの運⽤管理 

1-22. IoT システムのコスト 

1-23. IoT システムの省電⼒化 

1-24. 業界別 IoT 活⽤例（製造業） 

1-25. 業界別 IoT 活⽤例（農業） 

1-26. 業界別 IoT 活⽤例（医療・介護） 

1-27. 業界別 IoT 活⽤例（スマートホーム） 

1-28. IoT システムの将来展望 

まとめ／確認テスト 

教材（VOD） 

https://www.youtube.com/playlist?list=PLbQZvwSb6ensMD4cz8IUssYV0N12YDIvI 

https://www.youtube.com/playlist?list=PLbQZvwSb6envbplhsvLQEHwnRdBrrGKxX 

 

 

https://www.youtube.com/playlist?list=PLbQZvwSb6ensMD4cz8IUssYV0N12YDIvI
https://www.youtube.com/playlist?list=PLbQZvwSb6envbplhsvLQEHwnRdBrrGKxX


 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）人工知能（AI）基礎教材開発  

内容 

第 1 章.人工知能の基礎 

   第 2 章.機械学習の基礎 

   第 3 章.ディープラーニングの基礎 

   第 4 章.機械学習と統計学 

 第 5 章.相関関係と因果関係 

   第 6 章.データマインイングの基礎 

   第 7 章.AI とビッグデータ 

 

章の内容（例） 

第 1 章人工知能の基礎 

1-1. AI の定義︓基本的な概念と意味 

1-2. AI の歴史︓誕⽣の背景と発展 

1-3. AI の分類︓種類と基本的な区分 

1-4. AI の基本的な目的と役割 

1-5. 人工知能と人間知能の違い 

1-6. AI の基本的な構成要素 

1-7. AI システムの基本アーキテクチャ 

1-8. AI における⼊⼒と出⼒の仕組み 

1-9. AI の基本的な情報処理の流れ 

1-10. 知的システムの基礎概念 



 

 

1-11. AI における問題解決のアプローチ 

1-12. AI の基本的な思考モデル 

1-13. 記号処理と論理的推論の基礎 

1-14. 知識表現の基本的な手法 

1-15. AI における不確実性の扱い 

1-16. 基本的な推論メカニズム 

1-17. AI の学習の基本原理 

1-18. データと AI の関係性 

1-19. AI における情報の符号化 

1-20. AI の基本的な判断メカニズム 

1-21. AI における類推と一般化（generalization） 

1-22. AI の基本的な制限と課題 

1-23. AI の認識プロセスの基礎 

1-24. AI における類型化と分類 

1-25. AI の基本的な予測メカニズム 

1-26. AI における最適化の基本概念 

1-27. AI の基本的な評価方法 

1-28. AI リテラシーの基本的な理解 

まとめ／確認テスト 

教材（VOD） 

https://www.youtube.com/playlist?list=PLbQZvwSb6ent1pxoLGyPhggy5ykueL6wG 

https://www.youtube.com/playlist?list=PLbQZvwSb6entoOrFd2zGgXsiXmeXOuc_A 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.youtube.com/playlist?list=PLbQZvwSb6ent1pxoLGyPhggy5ykueL6wG
https://www.youtube.com/playlist?list=PLbQZvwSb6entoOrFd2zGgXsiXmeXOuc_A


 

 

３．実証講座 

（１）ビッグデータ基礎講座 

■日 程：令和 6 年 12 月 26 日（木）10:00～16:00 

■会 場：A 専門学校 

■対象者：情報科 学生（希望者） 

■受講者：11 名（A 専門学校学生（2 年生）） 

■目 標：ビッグデータの概要の理解と内容・レベルの検証 

     実施内容 

1 データ量の増加とその背景 

2 非構造化データの特徴と例 

3 データの収集と活用 

4 データ分析の全体プロセス 

5 質的データと量的データ 

6 相関係数の計算と解釈 

7 欠損値の処理方法 

8 データの正規化と標準化 

9 データ分析 

■確認テスト結果：平均点 72.3 点 80 点以上の者 7 名（63.6％） 

■受講修了者アンケート結果： 満足度  81.8％ 

 

（２）IoT 基礎講座 

■日 程：令和 6 年 12 月 27 日（金）10:00～16:00 

■会 場：B 専門学校 

■対象者：情報処理科 学生（希望者） 

■受講者：9 名（B 専門学校学生（1 年・2 年生）） 

■目 標：IoT システム概要の理解と内容・レベルの検証 

実施内容 

1 IoT システムの基本要素 

2 IoT デバイスの種類と役割 

3 IoT で使われる主なネットワーク 

4 IoT システムの処理の種類 

5 IoT システムの構築手順 

6 IoT システムの運⽤管理 

7 業界別 IoT 活⽤例 

8 クラウドの基本的な仕組み 

9 クラウドサービスの種類 

10 クラウド活⽤例（IoT プラットフォーム） 



 

 

■確認テスト結果：平均点 76.5 点 80 点以上の者 6 名（66.7％） 

■受講修了者アンケート結果： 満足度  66.7％ 

 

（３）人工知能（AI）基礎講座                 

■日 程：令和 7 年 1 月 10 日（金）13:00～16:00 

■会 場：A 専門学校 

■対象者：情報科 学生（希望者） 

■受講者：13 名（A 専門学校学生（1 年生）） 

■目 標：AI の基本概念の理解と内容・レベルの検証 

実施内容 

1 AI の定義︓基本的な概念と意味 

2 AI システムの基本アーキテクチャ 

3 AI の基本的な情報処理の流れ 

4 AI の学習の基本原理 

5 ニューラルネットワークの基本 

6 ディープラーニングのモデルとアーキテクチャ 

7 ⾃然⾔語処理におけるディープラーニング 

8 AI とビッグデータの統合技術 

9 AI を活用したビッグデータ解析 

■確認テスト結果：平均点 68.9 点 80 点以上の者 7 名（53.8％） 

■受講修了者アンケート結果： 満足度  61.5％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

４．開発するモデルの検証 

●実証講座受講者の受講修了時のアンケートと確認テストにより教育プログラムの効果

を計測する。 

  受講終了時アンケート・・・5 段階のリッカート尺度によるアンケートを実施する。

講座の範囲、難易度、学習のしやすさ・難しさ、講座テキストのわかりやすさ、（講

座 VOD の速さや内容）、講座講師、の項目ごとに結果を分析し教育プログラムを検

証する。 

 確認テスト・・・・・・・・・・・・学習項目ごとの確認テスト結果、ルーブリック

による自己評価等を比較し、受講者の学習達成度を計測す

る。計測結果により設定する項目の達成度、個人別の学習

評価と受講者全員の評価結果を分析し、確認テスト結果と

比較し、有用性を確認する。 

                

●講座受講者のアンケート結果及び確認テストの結果を教育プログラムの開発に携わっ

た企業・業界団体等と共有し、内容・時間数、受講者の技術の向上の観点から意見を

集約する。教育プログラムで設定する教育目標に到達している受講者の割合、受講者

の仕上がり（技術や知識・能力の習得度合い）等により、企業・業界団体による検

証・評価を行う。 

 

●事業に参画する企業・業界団体・有識者に教育プログラムの一部を受講いただき、改

善や教育の設計（技術レベル・教育レベル・教育内容等）に関する意見を集約し、教

育プログラムの効果を検証する。 

 

●本事業の成果を活用して、工業分野（情報）の学科の転換、新設等を実施した専門学

校にアンケートを実施し、本事業の成果物の検証評価を行う。 

 アンケート項目：どの程度役に立ったか、役に立たなかったか、不足する情報や内容

について、十分な情報や内容について、転換・新設した学科の状況

（学生数）等 

 

●教員研修会参加教員のアンケートにより、研修プログラムの評価を行う。 

１ 満足度の計測（1～5 段階）  ２ 意欲の計測（1～5 段階）  ３ 内容の難

易度（1～5 段階）  ５ 到達目標の達成度 自己評価（1～5 段階）、確認テスト

結果 

 



 

 

５．事業終了後に実施予定の取組及び成果の活用方針・手法 

●成果の活用 

・本事業の成果物は、情報報系学科の転換・新設を検討する専門学校に提供し、学科の

転換・新設を促進する。 

・教員研修プログラムを利用して、教員の能力向上を推進するとともに、学科転換・新

設の情報収集を行う。 

・事業の実証結果や学科を転換・新設した専門学校の事例等を紹介し、活用を促進する。 

 ※本会の会員専門学校は、66 校 内 IT 系 54 校 非 IT 系 12 校を主な対象として活

用を推進する。 

  

●横展開 

 ・開発した教育教材を既存情報系学科の科目の一部として活用を促進する。 

 ・情報系以外の分野の専門学校の情報系学科への転換・新設の促進に活用する。  

 ・Web 上の e-learning プラットフォームを利用して、VOD コンテンツを公開し、本事

業で開発した教材の利用を促進する。 

  ※本会の会員  IT 系 54 校、非 IT 系専門学校 12 校を主な対象として、活用を推進

する。また、会員専門学校の連鎖校・姉妹校等にも展開する。 

 

●フォローアップ体制・方法 

・本事業成果等の普及・活用促進について担当する委員会を本会に設置し、事業の終了

後も活動を継続的に実施する体制を整備する。 

・業界団体等と連携し、専門学校に企業人材ニーズ、採用に関する情報を提供するとと

もに、企業からの講師派遣等の枠組みを整備し、教育カリキュラム・プログラムの導

入・活用、学科の転換・新設を支援する。 
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